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 専務あいさつ

当社は創業してまもなく５０年を迎え土木業から
産業廃棄物処理業となった会社です。「廃棄物」と
いう言葉も昭和４６年に生まれた言葉で世間から見
ると悪いイメージを持たれていると思います。しか
し、時代の流れか佐賀県産業廃棄物協会の名称が、
佐賀県循環資源協会と改名され「廃棄物」という言
葉がなくなったのです。今後は、処分するだけでな
く廃棄物から新しい物を創り出す時代だと確信して
おります。今後も将来の子供達が快適に生活できる
ような環境にしていくよう邁進して参ります。

有限会社谷田建設
専務取締役 谷田将拓



専務あいさつ
 開示対象に向けたメッセージ

一年間で３億８１２１万トン※1という大量の産業廃棄物が発生しています。
このままいくと、２０３０年には、地球２つ分の資源が必要だと言われてい
ます。今の子どもたち、その子どもたち、またその子どもたちの時代へ、こ
の美しい地球を美しい心で一緒に引き継いでいきましょう。一刻も早く「捨
てるから創る」を実現し「廃棄物」の言葉を資源に変えていきましょう。

 報告書の目的、会社の強み、将来ビジョン等

現在、三大都市以外の地域の平均人口は約２２４万人で２０５０年には半
分の約１１４万人※2になると言われています。三大都市に人口が集まり地域
の人口が減り、新たなＩＴやアプリ開発の職が増える中でこの業界がいかに
必要かを伝え、３Ｋ（汚い、きつい、危険）のイメージ払拭を図ると共に若
手社員で溢れる和気あいあいとした風土を作っていきます。

※1産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成23年度実績／環境省による発表）
※2国土交通省抜粋



経営理念

安心のまちづくり

谷田の安心とは、心地良い地球を創ること

谷田の安心とは、循環型社会を創ること

谷田の安心とは、生き甲斐を持って一生働けること



取組方針

 お客様にも幅広く対応する方針

 今までの事にとらわれず、お客様へ必
要なモノコトを提供する方針。

 社員教育を行い人財となします。
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沿革
沿革

年 取り組み トピックス

昭和４６年 谷田琢雄が谷田重機の創業 土木事業として開業

平成元年 ㈲谷田建設設立 環境事業が軌道に乗る

平成５年 神埼事業所、焼却炉の許可を受ける 業務の効率化

平成６年 織島事業所、中間処理業の許可を受ける 佐賀県で初めてクラム車を導入

平成７年 本社を三日月町から大和町へ移転 佐賀市の入札に進出

平成１７年 初代社長、谷田琢雄逝去、現社長就任

平成２２年 長男将拓が入社 事業継承が確実

平成２６年 軽量盛土用土壌固化材 特許取得 初めてリサイクル商品が完成

平成２７年 みずすまし 特許取得 農業向けのリサイクル商品が完
成

平成２８年 みずすまし 県のリサイクル認定制度に認定される

平成２９年 軽量盛土用土壌固化材 トライアル発注制度に採択

平成２９年 三日月町へ事業本部開設 本社機能も事業本部へ



事業（業務）プロセス

・営業活動
・ホームページ
・クチコミ
・社会貢献活動

・他社リサーチ
・現地調査
・サービス提案

・契約書作成
・委託契約締結
・電子マニフェスト提案

・日程調整
・内容確認
・回収の実施

・廃棄物の仕分け
・破砕、圧縮

・リサイクル商品販売
・埋め立て処分

・信頼
・安心安全
・満足



・営業知識・マナーに長けた
ベテラン営業マン

・見やすいホームページ
・地域の清掃活動

・社長と専務が多数の協会、組合の
役員をしている事から得られる
情報収集力

・経験を元にした廃棄物選別の目
利き力

・わかりやすく作られた自社オリ
ジナルの契約書

・電子マニフェストの導入

・１冊のノートをもとに毎日の
スケジュールをデータ化し共有。

・一般的な車両より素早く回収
できる特殊車両”クラム車”を
使用する事による効率の良い作業

・作業手順書
・多機能フォークリフトによる作業
・独立採算

・特許商品、県の認定を受けた商
品
・埋立容量６５万㎥の最終処分場

・安定型埋立最終処分場と多品目
のリサイクル事業の適正処理に
よる安心の提供。

我社の強み



人的資産
選別作業風景

事業本部社内解体工事風景

集合時間



組織・技術資産



組織・技術資産
・みずすまし（瓦チップと石膏ボード）



組織・技術資産
・軽量盛土用土壌固化材（石膏ボード）

投入状況 攪拌後製品



情報資産

LINEグループを作成して
情報共有を図っています。

自社独自の専用ソフトの導入
・マニフェスト管理
・販売管理
・入出金の経理管理
・コンテナ管理等



情報資産

オリジナル管理表

独自オリジナルの予定
表

データ化



風土資産

チャレンジ
の
風土

伝統

特殊車両の導入や元々埋立されている物から限りある資源と
してリサイクルの新商品の開発を行っている。リサイクル商
品開発を行うことによって最終処分場の延命化にも繋がる。

これまで祖父から谷田重機として始まった谷田建設ですが、
佐賀県で初めてユンボ（重機）を導入。

そして、父の時代では佐賀県で初めての特殊車両のクラム車
の導入をした。



風土資産

トップインタビュー
佐賀新聞 掲載

Jobstudy キャリア教育（次世代の担い手育成）2013年～
佐賀県内の中学校の授業の様子

新年のあいさつ
ぶんぶんテレビ 放送



理念資産
 経営理念（毎年、短期経営計画書の発表会を行い、また毎月の経営会
議開始前に経営理念、経営方針の唱和を行って浸透させている。）

短期経営発表会

定期的に行われる会議



理念資産
 ＣＳＲ活動 地域貢献

地元へ子供と一緒に会社見学の様子

佐賀県産業資源循環協会を通して不法投棄一斉清掃活動の様子



関係資産
 協力者（最終処分場のドクター（長野先生）がいる。）

 県外の協力会社（日頃から、情報交換を行っているため、信頼関係を
構築できている。）

長野先生の立会いの下地元説明会

簡易的な水質検査



物理的資産
 施設（安定型最終処分場を保有している。多品目処理施設がある。）

 設備（クラム車を保有している。ガラパゴス改良機。重機、多機能（回転
する）なフォークリフトがある。）

中
間
処
理
施
設



経営課題と戦略

・３Ｋ（きつい・汚い・危険）のイメージが強い

・クラム車など特殊車両や設備が整っている。 ・女性が現場で働きやすい環境づくりが課題。

機会（Opportunity） 脅威（Threat）

・廃棄物処理法が改正され、お客様の適正処理の意識が高まっている。

・国、県がリサイクルの取り組みへの推進。 ・他県でAI選別機械を導入したT商事の佐賀県への新規参入の懸念。

・少子高齢化が進行して人口が減っている。

・空き家対策特別措置法が施工された。 ・規制強化につながる法改正。（廃水銀の処理等）

外
部
環
境

ＳＷＯＴ分析（㈲谷田建設分析）

内
部
環
境

強み（Strenght） 弱み（Weakness）

・自社で解体工事から最終処分まで業を行える。

・ベテランの社員がいる。

・他社と比べて取扱い処理物の品目が多い。

・特許商品、自社オリジナル商品がある。

・全従業員の平均年齢が５３歳で若手社員の獲得が課題。

・次世代へ技術継承する若手社員の教育が課題。

・事業所が点々としていてコミュニケーションがとれるようにする課題。

・新規事業やリサイクル商品の開発途中が多くあり成果を出す課題。

・マニフェストの枚数が多すぎるので効率化する課題。・全社員お客様第一主義で行動している。

・中国の廃プラスチック受入れ抑制に伴う、国内での廃プラスチック埋立処分の需要。



経営課題と戦略
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外部環境と知的資
産を踏まえた
今後のビジョン

① 最終処分場の延命化

② 環境保護の為、廃棄物（資源）処理だけでなく廃棄物（資源）から新たな
ものを作り出す製造業としての展開

③ イメージアップ向上

今後のビジョンを
実現するための
仕組み

１．人的資産
・豊富な人脈
・ベテランの目利き
２．組織・技術資産
・ワンストップサービス
・特許・新製品開発
・独自のマニュアル
・独自のスケジュール管理
３．情報資産
・エバーノート、ＬＩＮＥの活用
・電子マニフェスト販売管理ソフト
４．風土資産
・チャレンジ精神
５．理念資産
・経営会議での理念・方針の唱和
６．関係・物理的資産
・協力者・協力会社、特殊車両保有、安定型最終処分場、多品目処理施設



将来に向けた価値創造・ビジネスモデル
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【将来】【現在】

Ｋ
Ｇ
Ｉ
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ

・売上高 440,000千円
・新規採用数 新卒 1名

中途 2名
（内女性１名）

・独自リサイクル商品の品目 ３品目
・技術管理者 17名
・その他有資格者 6名
・クレーム数 10件

・売上高 1,000,000千円
・新規採用数 新卒 ５名

（内女性１名）
（内障害者１名）
（ＣＳＲ担当者）

中途 1名

・独自リサイクル商品の品目 ５品目
・技術管理者 22名
・その他有資格者 11名
・クレーム数 ８件



将来価値ストーリー 人的
資産

組織・
技術資
産

情
報
資
産

風土
資産

関係・
物理的
資産

理念
資産
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理念・方針 仕組み

豊富な人脈 ・次世代の若手社員へ
の技術と知識の引継ぎ
・社員教育の充実化
・女性や障害者・外国人が
働きやすい環境作り

エバーノート
ＬＩＮＥの活用

・デジタルコンテンツや
SNSを活用した
プロモーション活動の展開。

・組織体制の見直し
・新たなリサイクル
商品の開発
・最終処分の延命化
・優良産廃処理業者
認定の取得

現
場
が
ス
ム
ー
ズ
に
進
む
よ
う
な
環
境
づ
く
り

【
感
謝
（
あ
り
が
と
う
）
の
言
葉
】

従
来
の
建
設
業
者
だ
け
で
な
く
、
行
政
、
一
般
か
ら
の
期
待
値

ワンストップサービ
ス

チャレンジ精神

経営会議での
理念・方針の唱和

今後の取り組み

・キャリア教育
・最先端の特殊車両、
プラントの導入

・新たなリサイクル技術の研究開発

・週一で各事業所の
幹部会議の実施

・地域貢献活動

重要成功
要因

顧客提供価
値

【
信
頼
・
安
心
安
全
・
満
足
の
提
供
】

①
周
辺
住
民
の
方
に
迷
惑
を
か
け
な
い

②
建
設
現
場
の
作
業
効
率
性
を
上
げ
る

③
安
定
型
処
分
場
と
多
品
目
の
リ
サ
イ
ク
ル
事
業
の

適
正
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に
よ
る
安
心
の
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顧客から
頂いている価値

特
許

2
品
目⇒

4
品
目

新
製
品
開
発

ベテランの目利き

独自のマニュアル

独自の
スケジュール管理

将来
像

協力者・協力会社
特殊車両保有
安定型最終処分場、
多品目処理施設

特許・新製品開発

・法改正の対応
・協力会社との連携による
県外への営業展開

顧
客
か
ら
の
評
価
と
選
択

【今後のビジョン】
・最終処分場の延命化
・環境保護のため、廃棄物（資源）処理だけ
でなく廃棄物（資源）から新たなもの
を作り出す製造業としての展開

・イメージアップ

電子マニフェスト
販売管理ソフト

【経営理念】

【方針】

今後の
活動目標



アクションプラン
知的資産 項目 具体的内容 目標年度

人的資産 ・次世代の若手社員への技術と知識の
引継ぎ
・社員教育の充実化
・女性や障害者・外国人が働きやすい
環境づくり

・ベテランと若手を組ませて実践させながら目利きの技術を習得させる。
・資格取得の奨励、勉強会の実施
・トイレ男女別にする。女性が好むようなユニフォームに変更、建屋での
作業を実現。ユニバーサルデザイン導入。外国人向けの作業マニュア
ル動画等の作成。

・今期～
・今期～
・来期～

組織・技術
資産

・組織体制の見直し
・新たなリサイクル商品の開発
・最終処分の延命化
・優良産廃処理業者認定の取得

・環境グループのリーダーが資源創造の実績を統括してもらう。資源創
造統括者（専務は）各グループを統括する。
・埋立処分されている外壁材(ACL)の肥料等の研究（リサイクルする
事により最終処分場の延命化を図る）
・今期中の優良認定取得に向けて県と協議を行っていく。

・今期～
・今期～
・今期中

情報資産 ・デジタルコンテンツやSNSを活用したプ
ロモーション活動の展開。

・リクルート用と会社ＣＭの動画作成。
・HP運用する専属クリエイター（CSR）の採用。
・ＳＮＳ（インスタ）の活用。佐賀県一のＨＰの充実。

・来期～
・今期～
・今期～

風土資産 ・キャリア教育
・最先端の特殊車両、プラントの導入
・新たなリサイクル技術の研究開発

・中学生と留学生向けのアピールを行っていく。
・選別作業の負担を軽減する選別機械の導入。
・浚渫土（水草）を商品化。

・今期～
・５年以内
・今期～

理念資産 ・週一で各事業所の幹部会議の実施
・地域貢献活動

・幹部会議の実施によりその週のスケジュールや進捗状況の確認。
・会社見学の実施、地域清掃活動。草を刈る重機のアタッチメントの
クサカルゴンを地元へ貸し出し。

・今期～
・今期～

関係・物理
的資産

・法改正の対応
・協力会社との連携による県外への営業
展開

・廃水銀に係る法改正の対策については、収集運搬業者と処分業者
との契約の締結。
・協力会社と共に県外の開発に係る受注機会を獲得する。

・今期～
・今期～



最終処分mgr最終処分mgr

解体営業Ｇｐ解体営業Ｇｐ

組織図
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総務Ｇｐ

（社長兼任）

総務Ｇｐ

（社長兼任）

①

②

③

④



企業概要
企業概要

代表者 谷田政行

設立 元年4月4日

所在地 佐賀県佐賀市大和町大字3180-4

電話 0952-73-9955

FAX 0952-73-9956

URL http://www.tanida21.co.jp/

資本金 500万円

売上高 4億4000万円（平成28年度実績）

社員数 31名

事業内容 産業廃棄物処理、解体工事業

登録・免許 産業廃棄物処分業許可証 許可番号
04141010254

取引銀行 佐賀信用金庫、佐賀銀行、佐賀共栄銀行

【交通アクセス】
・九州自動車道・大和ＩＣより車10分 認証・登録番号

0008760



協力支援機関

佐賀信用金庫
佐賀市北商工会
一般社団法人 佐賀県中小企業診断協会


